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認知症に係る行方不明者発見活動について（普通）

認知症に係る行方不明者届の受理数は全国的に年々増加し、令和５年には統計をとり始

めた平成24年以降で最多となる１万9,093人、当県においても令和６年は最多となる63人

となり、この傾向は今後も続くことが見込まれる。認知症に係る行方不明者は、自力での

帰宅が困難であるなど、その生命・身体に危険が生じるおそれがあることから、下記事項

に留意の上、早期発見・保護に万全を期されたい。

本件については、警察庁において、厚生労働省と協議済みである。

なお、本通達の実施に伴い、「認知症に係る行方不明者発見活動の推進について（普通）

（令和４年３月29日付け生企、鑑第407号）は廃止する。

記

１ 行方不明者発見活動上の留意事項

⑴ 特異行方不明者の判定

ア 行方不明者届の受理時に届出人から必要な事項を聴取する際に（行方不明者発見

活動に関する規則（平成21年国家公安委員会規則第13号。以下「規則」という。）

第７条第１項）、届出人から、認知症又は認知症の疑いにより行方不明になった旨

の申し出があった場合は、自救能力がない者（規則第２条第２項第６号）として特

異行方不明者の判定（規則第11条第１項）を行い、行方不明者の生命・身体に危険

が生じるおそれがあることを踏まえ、規則等に基づく行方不明者発見活動を迅速に

実施すること。

また、届出人の中には、積極的に行方不明者が認知症であることを申し出ない場

合があることから、高齢者の行方不明者届を受理する際は、認知症又は認知症の疑

いについて確実に聴取すること。

イ 特異行方不明者の判定に係る報告（規則第11条第２項）を受けた生活安全部人身

安全対策課（以下「人身安全対策課」という。）は、「人身安全関連事案への対処

体制等について（普通）」（令和７年３月７日付け人対、少、刑企、捜一、捜分第6

2号）に基づき、警察署における事案処理方針を確認して積極的な指導・助言、支

援を行うこと。

⑵ 認知症の特性等を踏まえた措置

ア 届出人からの聴取（規則第７条第１項）に際しては、行方不明者が過去に立ち回



った地域や一人歩きした場所があるか、自ら名乗ることができるか、通称名等であ

る自称名はないかなど、行方不明者発見活動に必要な事項（同項第６号）を聴取す

ること。

イ 行方不明となった時期や気象状況等を考慮した上で、初期段階から最大限の捜索

態勢を確立し、迅速な発見・保護活動を展開すること。

ウ 一人歩きする場所が遠方にも及び得るなど認知症の特性を踏まえ、関係警察署に

対して保護等の取扱いを個別に照会するとともに、関係行政機関等への協力を求め

（規則第20条第２項）、関係行政機関等との間で構築している発見・保護のための

ネットワークを効果的に活用し、その早期発見に努めること。

また、立ち回り見込先等が判明した場合は、確実に特異行方不明者手配（規則第

21条）を行い、警察の組織的機能を十分に発揮すること。

エ 行方不明者が氏名等を名乗ることができず、又は遠方への一人歩きが想定される

場合には、届出人の意思に基づき、インターネットの利用等による資料の公表を行

うこと（規則第14条第１項）を検討すること。

⑶ 届出人の心情に配意した適切な対応

行方不明者の発見活動を行うに際しては、届出人である行方不明者の家族等の心情

に配意し、その要望に応じた適切な対応を図ること。

２ 迷い人として保護時の留意事項

⑴ 行方不明者届の有無の確認

認知症又は認知症の疑いのある迷い人（以下「迷い人」という。）を発見・保護し

た場合は、行方不明者届の有無を確認するよう努めるものとされていること（規則第

19条第２項）から、認知症の特性を踏まえ、名乗ることができない場合や自称名が通

称名である場合等に配意し、行方不明者照会（規則第13条第１項）をより広範囲に実

施するなど、その身元の確認に努めるとともに、人身安全対策課を介して他の警察署

で受理している行方不明者届の有無を確認すること。

また、人身安全対策課においても、警察署の対応を確認し、積極的な指導、支援を

行うこと。

⑵ 迷い人票の報告

迷い人を発見・保護した際は、取扱いを記録化する迷い人票や保護取扱簿を作成し、

人身安全対策課に同迷い人票を送付して報告すること。

なお、報告に当たっては、以下に留意すること。

ア 迷い人票の作成に当たっては、身体特徴、着衣、所持品等の情報について、詳細

かつ正確な記載に努めるとともに、迷い人の容姿を明確にするため、発見時の全身

写真及び顔写真を撮影すること。

イ 報告を受けた人身安全対策課は、行方不明者照会を行い、当該迷い人と類似する

県内及び他の都道府県警察に対する照会（以下「迷い人照会」という。）を行い、

早期に身元が判明するよう努めること。

迷い人の身元が判明せず、保護実施機関である市町村等に引き継いだ場合であっ



ても、行方不明者届に係る日時と迷い人照会に係る日時が相前後し得ることに留意

し、事後においても適宜、行方不明者照会を実施すること。

また、人身安全対策課において、迷い人照会を受けた場合についても、行方不明

者届に係る日時と迷い人照会に係る日時とが相前後し得ることに留意し、事後の行

方不明者届とも確実な点検、確認に務めること。

⑶ 鑑識課に対する照会（身元確認照会）

迷い人照会のほか、保護した警察署において、当該迷い人の同意に基づき指掌紋を

採取し、刑事部鑑識課に対して指掌紋照会書による身元確認照会を実施すること。

⑷ 引継ぎ先との連携

行方不明者発見活動を推進する観点から、警察としても、市町村等による身元確認

のための調査に協力して身元の確認に努める必要があることから、特に以下に留意す

ること。

ア 迷い人を市町村等に引き継ぐ際、市町村等による調査等によって、氏名等身元の

判明につながる情報が得られ、又は身元が確認された場合は、当該警察署へ連絡を

行うように依頼すること。

イ 一定期間を経ても迷い人の身元が判明しない場合は、市町村等の要望に基づき、

写真を付した資料を各警察署生活安全課又は生活安全刑事課に備え付けるととも

に、他の都道府県警察に提供して行方不明者届の届出人による閲覧に供するなど、

市町村等による調査等と連携して、身元の確認に努めること。

３ 関係行政機関等との連携に際しての留意事項

⑴ 行政機関からの通報

市町村等が迷い人を発見し、警察を介さず保護した場合は、管轄警察署に当該迷い

人を保護した旨を通報するよう依頼している。

したがって、市町村から通報を受けた警察署は、上記２の⑵のとおり、通報内容に

基づいて迷い人票を作成し、人身安全対策課に報告するとともに、各種調査を実施し、

身元の特定に努めること。

⑵ 発見・保護のためのネットワークの活用

関係行政機関等との間で認知症に係る行方不明者を発見・保護するためのネットワ

ーク等が構築されている地域はもとより、同ネットワーク等がない地域においても、

市町村等にその構築を働き掛けつつ、管内の関係行政機関等と役割分担の上、相互に

連携して早期発見・保護に努めること。

また、若年性認知症の人は、外見から認知症の行方不明者と認識されにくい場合が

あることに鑑み、関係行政機関等と連携して適切に対応すること。

⑶ 身元確認のための取組

認知症に係る行方不明事案においては、早期に身元の特定を図るため、市町村等に

対して、着衣・靴への記名、名札等の装着、ＱＲコードが掲載されたシール等の活用

の重要性を説明するとともに、地域住民への周知について働き掛けること。



⑷ ＧＰＳ等の位置情報を取得等する機器の周知

認知症に係る行方不明者の生命・身体の保護を最優先とし、早期に発見・保護に資

する手段の一つとして、ＧＰＳ等の位置情報を取得又は記録する機器（以下「ＧＰＳ

等機器」という。）の活用が考えられることから、市町村等と連携し、認知症の人や

その家族等に周知すること。

なお、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和５年法律第65号）」

において、認知症の人の意思決定の支援と権利利益の保護が基本的施策に掲げられて

いることを踏まえ、認知症サポーター養成講座を通じるなどして、認知症の人の意思

決定の支援に関する理解を深め、認知症の人の意向に反してＧＰＳ等機器を装用させ

ることがないよう配慮すること。


